
 

 

 
 
 
 
 
 
（所在地・名称等に変更がありましたら訂正をお願いします。） 

 
 
 
 
 
 
 
 

※オンラインでもご回答いただけます。その場合は、以下のサイトにアクセスし、 
上記の ID・パスワードでログインしてください。 

               https://****************************** 
 
 

＜本社一括送付に関するお知らせ＞ 

 この事前確認は、事業場ごとに確認票をお送りしていますが、 

 今後の本体調査において、確認票を本社等に一括送付されることをご希望の場合は、 

事前確認のご返送の際、こちらにその本社等の名称・住所をご記載ください。 

  ※空欄の場合は、今後の本体調査においても、今回お送りした事業場様宛に調査票を送付させていただきます。 
本社等の名称： 本社等の住所： 

〒    － 

 
＜内容、記入方法に関するお問い合わせ＞ 
〒＊＊＊-＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

株式会社＊＊＊＊＊＊＊＊  裁量労働制実態調査実施事務局 
TEL：＊＊＊＊＊＊（平日 9:00～18:00）E-mail：＊＊＊@＊＊＊＊.co.jp 

＜調査実施主体＞ 
   厚生労働省 労働基準局労働条件政策課 
 
（記入上の注意） 
・ 2019（平成 31）年７月１日現在の状況について記入してください。 
・ この確認票は、人事について把握されている方が記入してください。本社の方に記入いただいた場合は、本社か

ら返送していただいても構いません。 

・ ご記入頂いた確認票は、お手数ですが、ご記入漏れなどがないかをお確かめの上、返信用封筒（切手不要）に

て、８月〇日（〇）までにご投函下さいますようお願い致します。 
 
ご回答内容についてお尋ねすることがございます。お手数ですが、ご記入されたご担当者様のお名前とお電話番号をお書きください。 

お名前： お電話番号： 

 

 

 

 

 

オンライン ID  

パスワード  

裁量労働制実態調査のための事前確認 
（適用事業場用） 

〒***-**** 

東京都〇〇区〇〇1-2-3 

株式会社□□□□ 人事担当 御中 

 

都道府
県番号 一連番号

産業分類
番 号

厚生労働省からのお願いについて、ぜひご一読をお願いします。 次のページ 

現在、裁量労働制を 
導入していません この事前確認は、裁量労働制導入事業場を

対象としています。 
もし現在、貴事業場が裁量労働制を導入し
ていない場合は、右のチェックボックスに
「✓」をつけてそのままご返送ください。 

万が一この調査票が複数部届いた場合には、お手数ですが必ずご連絡をお願いします。 
ご回答の際は、１部のみご記入・ご返送をお願いします。 

SAMPLE

KNPIK
テキスト ボックス
参考資料No.3ｰ5


KNPIK
テキスト ボックス
案




【重要】厚生労働省からのお願い 

 

 

 平素より、事業主・労働者の皆様には、労働行政の推進に当たり、格別のご協力を賜り、厚

くお礼申し上げます。 

 

 厚生労働省では、裁量労働制の制度改革案についての検討に資するため、裁量労働制の適

用・運用実態を把握するために、「裁量労働制実態調査」を実施することを予定しています。

今回のご協力依頼は、その調査に先立ち、いくつか事前の確認をさせていただくものとなりま

す。 

 

 昨年の「働き方改革関連法案」に関する国会審議等において、適切な統計手法に基づく裁量

労働制の実態把握の必要性が指摘されました。 

 このため、厚生労働省として、昨年、統計学・労働経済学の専門家や労使関係者による検討

会を設け、適切な調査設計・調査事項等の検討を行いました。 

その後、調査は、総務大臣の承認を得て、統計法に基づく統計調査として、厚生労働省が自

ら行うこととなっています。 

 

調査では、裁量労働制の適用・非適用によって、同じ業務を行っている労働者でどの程度労

働時間などに違いがあるのかや、裁量労働制を導入している事業場に求められる健康確保の措

置などの運用実態等について、地域、事業場規模などで偏りなく把握できるよう調査設計して

います。 

その結果、裁量労働制の適用がない事業主・労働者の方を含め、ご協力をお願いすることと

なったものです。調査結果は、今後の厚生労働省における裁量労働制の制度改正案の検討の基

礎となります。 

 

このような重要な調査を行うための事前確認であることにかんがみ、ご多忙の折、大変恐縮

ですが、何卒、ご協力のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

なお、この事前確認によって得られた情報は、労働基準監督などの目的で利用されることは

決してありません。 

 

また、この事前確認は、オンラインシステムをご活用いただくことが可能です。 

これにより、正確な記載や、記入漏れの防止等にもつながり、皆様のご負担も減ることとな

りますので、ぜひオンラインシステムをご活用ください。 

 

 以上、何卒よろしくお願いいたします。 

平成  年  月  日 

厚生労働省労働基準局長 

 
 

 

 

SAMPLE



【事前確認】 
 
ご多忙のところ恐れ入りますが、何卒ご協力の程よろしくお願いいたします。 
2019（平成 31）年７月１日時点の状況をご回答ください。 

 

 貴事業場で、裁量労働制が適用されている常用労働者（短時間勤務の方は除く）

は何人いますか。業務ごとに教えてください。 
（貴事業場が派遣先となって受け入れている派遣労働者の方、雇用契約が１か月未満の方はカウントしないで 

ください。） 

  

※これは、調査を行う上で必要な調査票の数の目安を得るためにお聞きしているものですので、 

大体の数でもかまいません。いない場合は、空欄でかまいません。 

 

業務の種類 
※下のリストから該当する

番号を選んでください。 

人数 

※概数でもかまいません。 

 人（くらい） 

 人（くらい） 

 人（くらい） 

 人（くらい） 

 人（くらい） 

 
＜業務の種類＞  

※各業務の詳細については、別表をご参照ください。複数業務に従事する労働者がいる場合は、その労働者が 

従事する主な業務においてカウントしてください。 

 

 

 
 
 

１ 
新商品・新技術の研究開発又は人文科
学・自然科学に関する研究業務 11 金融派生商品等の開発の業務 

２ 情報処理システムの分析、設計の業務 12 
大学における教授研究の業務 
（主として研究に従事するもの） 

３ 
新聞・出版の事業における記事又は放送番
組の制作のための取材・編集の業務 13 公認会計士の業務 

４ デザイナーの業務 14 弁護士の業務 

５ 
放送番組・映画等の制作の事業における 
プロデューサー、ディレクターの業務 15 建築士の業務 

６ コピーライターの業務 16 不動産鑑定士の業務 

７ システムコンサルタントの業務 17 弁理士の業務 

８ インテリアコーディネーターの業務 18 税理士の業務 

９ ゲーム用ソフトウェアの創作の業務 19 中小企業診断士の業務 

10 証券アナリストの業務 20 
事業の運営に関する事項についての 
企画、立案、調査及び分析の業務 

これで確認は終わりです。ご協力ありがとうございました。 

SAMPLE




